
日本経済論の展望(戦前の部その3)

寺　　西

小論は筆者が昨年来本誌に発表してきた日本経済論展

望の第3部をなすものであり,主として日本の経済発展

と外国貿易との関連を取扱った諸研究を素材に組立てら

れる。研究者諸氏の忌博のない御批判を希望するもので

ある1)0

以下では日本経済発展の長期過程における外国貿易の

側面を取扱かった諸文献を検討するが,とりあげられる

文献は決して網羅的でなく,また全ての話題に関説する

わけでもない.取扱かわれる素材はわれわれが文献的に

追求しつつある長期的日本経済論のフレームワークに直

接間接に関わるもののみに限られる。

第1節では,日本経済発展の外国貿易への依存度ある

いは外国貿易の重要性という点に関して文献的な検討が

なされる。第2節では,以後の作業への準備として,檎

入構成の動きから判断されるわが国の外国貿易パターン

の転換の時期を確認しておく。続く第3節,第4節は,

日本経済発展の歴史的経験に対して,輸出がどのような

形で関与したかという点に関するサーブェイが与えられ

る。第3節では1900年以前が,第4節では1900年-

1940年の期間が取扱かわれる。後者の節では特に所謂

交易条件論争の再検討に作業の重点がおかれる。最後の

第4節は,以上の作業を,われわれの日本経済論のフレ

ームワーク-それ自体いまだ模索中のものであるが

-の中へ位置づけるためのものであり,レオンティエ

フ逆説等の問題が関連的に検討される.

第1節　外国貿易への依存度とその責献

長期にわたる日本の経済発展が,どの程度その内的要

因に負っており,どの程度外的要因に負っているかは,

古くからのかつ答えにくい問題である。設問の範囲が広

1)小論に含まれる統計データの加工に関して,経

済研究所統計係の御援助を得た。また執筆にあたって

は,梅村又次教授ならびに水曜研究会のメンバーから

貴重なコメントをいただいた。記して厚く御礼申し上

げたい.なお,小論は財団浪人日本証券経済研究所計

測室の資料「日本の経済発展と外国貿易」を訂正加筆

したものであるO

重　　郎

すぎその焦点がはっきりしないことが,この間題が永く

pendingになっていることの1つの原因であるが,少

なくともこれに答えるには単純なaggregatedataの検

討のみでは不十分であることは確かである。以下では,

輸出入依存度,輸出成長率,輸出寄与率等の若干の

aggregate dataの検討から始妙て,問題の焦点をしぼ

ることにしたい。

第1表は,大川・高松のGNE推計によって計算され

た輸出入依存度である2)。戦前期1900年以後輸出入依

存度が上昇しており,しかも戦後期より高いことが注目

される。第2表は大川〔1973〕の数字を若干加工して,輸

出成長率, GNE成長率,輸出寄与率を表示したもので

第1表　輸出入依存度(当年価格)

第2表　輸田賓与率等(不変価格)

年　　　　GNE成長率{%)輸出成長率(%)輸出寄与率(潔)

1887~1897

1897- 1904

1904- 19ig

1919~1930

19SO~1938

1938′- 19S3

1953-1969

3.20

1.55

3.55

2.30

6.]7

0.37

9.56

8. 08

9. 44

8.50

4.63

9.63

-5.63

is.e

2)輸出入依存度に関する先駆的分析は山田,小島

〔1949〕であるo　また,輸入依存度を商品類別等のデー

タによって分析した初期の業績として金森〔1958〕があ

り,製造工業のみの輸入依存度の詳しい分析は塩野谷

〔1967〕にみられる。
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ある。輸出成長率が常にGNE成長率より高いこと,お

よび輸出寄与率が1900年頃を境に上昇していることが

明らかである3)0

以上の　　　　:dataの検討から見るかぎり,戦前

期1900年以後は,日本の経済発展において輸出の果し

た役割には大きなものがあり,少なくとも1900年前お

よび戦後よりもその役割は大きいと言えそうである。し

かし議論はこれで終るわけでない。これらの観察を評価

するにあたって,われわれはクズネッツのあげた次の2

涼を検討せねばならない。クズネッツは〔1967〕において,

日本の経済発展と外国貿易について次のようなコメント

を与えている(l) 1900年以前の貿易依存比率の低位

は,文字通りこの時期の発展にとって外国貿易が重要で

なかったことを意味するものではない。この時期におけ

る貿易の「開始」という出来事は,たとえ初期において

その比率が小であっても,輸入のもつ成長促進効果とい

う点で顕著な効果をもったに違いない。 (u) 1900年以

後の依存比率の上昇もそのまま受取ることはできない。

日本と同様な依存此率の上昇を経験したラテンアメリカ

,諸国において日本ほどの高度成長が実現しなかった点か

らみて,外国貿易は, 1つの許容条件でしかなく,他の

もろもろの国内的成長要因の共同作用をまたねば,それ

宙体では成長促進効果をもつものではないと考えられるO

さて,われわれはクズネッツのあげた第1点は極めて

適切かつ重要な指摘だと考える。この時期の輸入のもっ

た意味およびその輸入を可能にならしめた要因等は一層

・の検討が必要とされる点であるから,これについては第

3節でふれたい。クズネッツの第2点については,われ

われは賛同しかねる。その埋由は,わが国のこの時期の

輸出産業とラテンアメリカ諸国の輸出産業の相違にある。

後者は準一次産品輸出が中心であり,その輸出の比率の

上昇が他産業にさほど波及効果をもたないのに対し,前

者のばあい繊維を中心とする加工貿易が中心であり,そ

の輸出産業の発展は他産業に対して大きな波及効果をも

ったと考えられるからである4)。したがって,この時期

におけるaggregate dataにおける輸出貢献度の上昇は,

後進国一般におけるよりも大きな効果を経済発展過程に

3)馬場・建元〔1967〕p.265も同様な輸出依存度の

上昇を指摘している。なあ　第1表の輸出輸入にはそ

れぞれ海外からの所得,海外への所得が含まれている。

4)ブルメンタール〔1972〕は,戦後について,産業

連関表から判断して輸出産業の他産業への影響は,国

内産業のそれより大きく,したがって低輸出依存度は

文字通り輸出の低い貢献度を意味するものではないこ

.とを強調している。
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対してもったと考えられるo　この意味で,わが国経済発

展における輸出の戦略的役割を強調する篠原仮説(第4

節参照)が単に集計量としての輸出の伸長のみをとりあ

げるのでなく繊維等の「輸出産業の発展」に分析の基本

的視点を置いていることは,極妙て重要な点である5)0

この節の問題については,一層の-特に国際此較的

視点からの-分析が必要であるが,われわれは,さし

あたって,わが国の経済発展において外国貿易の果した

役割は無視しえないものがある,という暫定的結論に立

って次節以後の作業へ進みたい。

第2節　輸出入の構成とその変化

本節では,輸出入の商品別および地域別構成に関する

データから判断されるわが国の貿易パターンの変化すな

わち二面性の成立という事実を確認しておきたい。

第3表は日銀『本邦主要経済統計』から作成した輸出

入の類別構成比である。戦前期初期には,食料,原材料

が主として輸出され,製品の輸入構成比が大きいのに対

し,戦前期後期および戦後期ではこの関係が逆転してい

るようであるO　またこのパタ-ンのシフトは主として

1890年代に生じているように思われるO篠原は羊のパ

ターンのシフトがほぼ1900年頃に完了しているとみら

れること,および同じ頃に主要輸出品目のうち生糸,秦

の構成比が低下し,綿糸,綿織物,絹織物の構成比が上

昇していること等から,この時期に在来品輸出,工業品

輸入という貿易パターンから加工貿易へと貿易パターン

のシフトが行なわれたとしている(篠原〔1962〕ch..〕、。

同様の主張は馬場・建元〔1967〕にもなされている。彼等

は, 1897年前後にわが国貿易が一次産品輸出,輸入代

替型から工業品輸出型へとパターンのシフトを行なった

ことを指摘している。

篠原および馬場・建元による貿易パタ-ンの変化の規

定は, 2つのパターンの間のシフトとしてとらえられて

おり,あたかも先行する在来品輸出・工業品輸入という

5)　これに関連して,戦前期には戦後期と違って

「輸出産業」が存在したことに注意されたい。茶,坐

糸,綿糸,綿織物,絹織物がそれである。これら5産

業は(i)総輸出においてこれら産業の輸出の占める割

合が高いこと(5産業の輸出合計で総輸出の50%以上

を占妙ていた),および(ii)これら産業自体の輸出依存

皮(輸出/生産)が極めて高いこと,の2つの意味で

戦前期における「輸出産業」であった(詳しくは篠原

〔1962〕cli.3参照)。これに対して,戦後期にはこのよ

うな高度の「輸出産業」は存在しないこと.がブルメン

タール〔1972〕において指摘されているo
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貿易パターンが加工貿易パターンによってとってかわら

れたような印象を与えている。われわれはこのような規

定は不十分であって,この時期の貿易パターンの変化は

二面性の成立というより広い形でとらえるほうが一層適

切であることを指摘しておきたい。その理由の第一は,

少なくとも戦前期1930年頃までは生糸を中心とした在

来品輸出は輸出の主要部分を占めており,在来品輸出・

工業品輸入の貿易パタ-ンが重要でなくなったとは考え

がたいことである。理由の第二は,第4表の輸出入地域

別構成比にみられる変化に基く。この裏は同じく『本邦

主要経済統計』から作成されたものであって,旧植民地

は外国に含まれている。この表から輸出入の相手地域と

してのアジアの比重が1900年頃上昇していることがよ

みとれよう。マクロ・デ-タによるチェックはむずかし

いが,この増大したアジア向け輸出が減給を中心とした

軽工業品を主体としたものであることは確かであろう.

このことはこの時期に新たに後進国向けの加工貿易とい

うパターンが出現したことを意味している。しかもこの

新らしい貿易パターンは先行する在来品輸出・工業品輸

入という貿易パターンに代替的に生じたものではなく,

それと並行的に成立したものである。第5節で詳しく述

べるように,このような後進国への資本集約的商品の輸

也,先進国への労働集約的商品の輸出という貿易パター

ンはしばしば日本貿易の二面性という言葉で表現されて

いる。われわれはこの二面性という特質およびそれに象

徴されるわが国経済発展段階の国際比較的位置の間矧ま,

日本経済発展の長期過程の理解においてきわめて重要で

あると考えるのであるが,これについては第5節で述べ-

ることにし,ここではとりあえず二面性が1900年頃よ

り生じたものであることを示唆しておくにとどめたい。

ここで,馬場・建元の貿易パターンのシフ1、に関する・

主張における輸入代替という概念についてふれておきた

い。彼等は1897年以前の日本の貿易は生糸,茶等の-一

次産品輸出とともに輸入品の国内生産による代替によっ

て特徴づけられ,特に,この輸入代替は1876年-1897一

年の期間に顕著であり,これには政府による殖産興業政

策の果した効果が重要であったと主張している。言うま

でもなく輸入代替はヌルクセによって展開された概念で

あり,彼は後進国のとりうる発展戦略として,一次産品

輸出による成長,工業品輸出による成長,国内品又は輸

入代替産業育成による成長という3戦略をあげ,このう

ち第3の輸入代替による方法を最も有望であるとみなし

た。この議論に従がうかぎり,わが国経済発展において

輸入代替の程度と時期を確認することは重要な意味をも,

つことになるわけであるが,残念ながら現在までのとこ・

ろ,この概念は極めて不十分にしかrefineされていな

い。たとえば工業品輸入の国内生産による代替という馬

場・建元の問題としている点を考えても,その指標とし

て何をとるかによって結論が大きく変わってくることが一

指摘されねばならない。馬場・建元は輸入代替の量的な

meastLreとして工業品輸入/全輸入をとりあげている′

が,この指標は1890年代に急激に低下しており6),ニー

れからみるかぎり輸入代替は1890年代に主としてなさ・

れたと言えそうである。しかし,いま一つの同じく、
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乎Iausibleなmeasureとして工業品輸入/工業品総供

胎をとると,この値は19世紀中は若干上昇しており,

,20世紀にはいって(ほぼ単調な)低下が生じている7).し

たがってこの指標によれば,工業品の輸入代替は主とし

て今世紀のことであるということになる8)0

輸入代替という用語は極めて魅力的であるとともに-

一般には用途の広い用語である。しかし,それを経済分析

上の概念として用いることは,いま一度十分な論理的展

.閲を与えた上でなされねばならない.特に,それが所与

の供給を国内生産で置換えるというstaticな概念でな

く,需要,供給がともに成長しつつあるdynamicな状

二況で老えられるべき概念であることに注意する必要があ

6)馬場・建元はこのmeasureを1897年までし

か提示していないため,この時期の比率の低下がそれ

以後の時期にくらぺても急激であることを確認するこ

とができない。しかし,このことは塩野谷〔1967〕p・

158表10より確認することができる。

7)これは塩野谷〔1967〕において見出されたことで

ある。彼は,この比率の減少が工業品の中間需要/負

終需要の上昇に対応していることを指摘することによ

_つて,この時期において輸入代替の効果が大であった

ことを主張している。また彼は,同様のmeasureを

工業品の需要項目SI　業種別に検討することによって,

'いくつかの興味深い命題を導いている。

Clienery, Shisbido and Watanabe 〔1962〕およ

び渡部〔1969〕第Ⅱ章は,その産業連関表による1914

年-1960年の技術進歩の分析において,輸入代替の

効果は1935年-1954年に大であったとしているo　こ

れはこの分析の方法上,この時期における輸入制限の

効果が大きくでたものであると考えられる。

る。工業品の国内生産を行なうことは,それによってそ

の時まで輸入によってまかなわれていた需要への充当が

なされるという側面とともに,その生産自体が新たな需

要を喚起するという側面をもっていることが考慮されね

ばならない。

第3節　輸出と経済発展　-1900年以前一

前節でみたように,わが国の外国貿易は1900年頃に

一つの構造的変化をとげたと考えられるO　したがって,

われわれは外国貿易のわが国経済発展の歴史的経過に果

した役割という間複を,この前後の2つの時期に分けて

(もちろん文献的に)検討したい。

1900年以前の外国貿易は篠原の言葉を借りれば,衣

来品輸出と工業品輸入によって特徴づけられるわけであ

るが,この点にはいる前に,われわれは貿易開始の問題

にふれておかねばなるまい。わが国は長年にわたる鎖回

の後,突然国際分業体制の中に組入れられたわけである

が,しかもその組入れは関税自主権を喪失したため自由

貿易の形でなされたことに留意しておく必要がある。開

国によってわが国がどの程度貿易の利益を受けたかにつ

いてはHuber〔1971〕の研究がある。彼は開国前の1846

午-1855年と閲国後の1871年-1879年を較べることに

より,開国によって日本の交易条件は少なくとも3・5倍

になり実質国民所得は約65%上昇したと主張している。

開国前後の事情については建元〔1967〕および馬場・建元

〔1967〕に詳しく,そこにはまた初期における金銀混計の

問題を修正した国際収支表が推計されている。
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さて,自由貿易下に国際分業体制に組込まれたことの

帰結として,わが国の輸出は比較優位をもつ生糸,茶等

の準一次産品を中心にしてなされることになった。第2

表でみたように,これら準一次産品の輸出は順調に伸長

したわけだが,これについては,これらの商品が馨移晶

であったために所得弾力性が大きく,催界的な自由主義

貿易下で世界貿易が川尉司に発展したことによるところが

大であろう。馬場・建元は1882年-1897年の間の輸出

函数を計測し,世界貿易弾力性が大であることを確認し

た(第5表参照)。第4表,第5表には,後の便宜をも考

えて長期的な輸出入函数の計測結果のうち代表的なもの

を収録しておいた9)。この時期の輸出伸長に,何らかの

形で価格効果が作用したとすれば,それは(i)銀価格の

低落に基く一種の為替切下げ効果が作用したこと,およ

び(ii)輸出の主役であった生糸の生産性向上,品質の向

上が顕著であったこと10)の2つの要因に起因するもの

であろう。しかし,この価格効果の大きさは,いままで

のところ計量的に確認されていない(馬場・建元の計測

では価格弾力性は符号が不適切でかつ有意でない)。

さてこの時期の輸入品は主として工業製品であった。

綿織物,毛織物,機械,金属製晶で全輸入の半ば以上を

占めていたと思われる。クズネッツの主張する輸入の成

長促進効果を十分に検討した文献は見当らない。しかし,

この効果-特に輸入財に体化された技術進歩-は,

十分大きなものであったであろうことは推測にかたくな

い.このような輸入を可能にならしめたものとして,坐

糸・茶等の農業物輸出の伸長と共に,徳川期に蓄積され

た正貨のbacklogおよび日活戦争による賠償金の獲得

等の果した役割も無視しえないO　この期における輸入の

側面は一層の数量的な検討が必要であると考えられる。

第4節　輸出と経済発展　-1900年-1940年-

さきに見たように,わが国の外国貿易は一世紀の変り日

頃二面性の成立という構造的変化をとげた。世界貿易量

はこの期の中頃,第一次大戦を境として,その成長率を

著しく低め,停滞化するのであるが,わが国の貿易量は

この期　-1900年-1940年-を通じて,なお高い成

長率を維持していたことは,第1節でみたとおりである。

この期における高い輸出成長率と高い輸出依存度からみ

て,この時期の高い経済成長率を解明するための1つの

9)　これらの表には掲げていないが,この他の長期
的輸出入函数の計測結果と　してはUenoandKmo-

shita〔1968〕,木下〔1969〕,山沢・塩野谷〔1973〕等があるo

10)篠原〔1962〕pp・ 60-61参照。
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主要な鍵は輸出成長と経済成長との関係にあると言うこ

とができる。篠原はこの点に着目して,輸出主導型の長

期的成長過程に関する興味深い仮説を提示した。本節で,

われわれはこの仮説をとりあげ,その評価を通じて,こ

の時期における輸出と経済発展の問題に関する文献的接

近を試みたい。以下の論述は次のような順序で進められ

る　1)で篠原仮説の意味内容を要約的に解説する　2

ではこの仮説によって引起こされた所謂「交易条件論

争」の経緯を簡単に説明する。続く(3)と(4)はこの論争

の評価にかかわるものであり. (3)では価格効果V.S.

所得効果という形での仮説の検証を提案する立場をとり

あげ,その意義を検討する。次いで(4)では,篠原仮説

がどの期間の日本経済に適用可能であるか,という観点

からの評価がなされる。最後に(5)では以上の作業を通

じて析出された,篠原仮説の基本的性格が規定され,め

れわれのサーブェイの論脈の中にそれを位置づけること

が試みられる。

〔1〕低賃金労働市場のク・・Jションと輸出成長-

篠原仮説

外国貿易と経済成長に関する篠原仮説は〔1954a〕,

〔1954b〕および〔1955〕という一連の論文において展開さ

れたものであり,それらは〔1961〕に重複部分を除いて再

整理,収録されている。また,〔1962〕においては,同じ仮

説が若干異なったニュアンスで展開されている。本節で

は主として〔1961〕に依拠し,必要に応じて〔1962〕等を参

照することにしたい。また交易条件論争における小島・

建元への反論(〔1961〕にまとめて収録)も随時参照する。

篠原仮説は概略次のような需要,供給両面からの連鎖

およびそのメカニズムに基づいた成長過程の帰結の分析

からなっている。すなわち,供給面では「低賃金」-低

労働分配率一高資本蓄積率一高経済成長率という因果関

係が指摘され, 「低賃金」が高成長率に連結される。他

方,需要面では「低賃金」-低価格-交易条件の低下一

高輸出成長率一輪出産業の高成長率-高経済成長率とい

う連鎖が11)供給面と対応的にもちだされる。篠原は,

これらの因果関係を詳細に分析した上で,このメカニズ

ムの寄与の大きさの証左あるいはメカニズムの機能した

ll)篠原自身の要約(〔1961〕p.335)あるいは他の

評者による要約(たとえば建元〔1956〕p.142)では,こ

の需要画の連鎖的表現においては「低賃金」-低価格

の部分は示されていないが,この連鎖を加えて表わし

た方が,仮説の性質を一層正確にあらわすものである

ことが,以下にあきらかになるであろう。また低賃金

に付加した「 」も展望者の添えたものである。
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蘇果の厚生的意味として,貿易収支の長期的にバランス

した事実および所得率でみた生産怪と生活水準の承離の

・事実を指摘している。

まず,供給面の連鎖から説明しよう。低分配率という

とき篠原は国際比較的にみて極めて低位であることを意

味している(〔1961〕p. 340)。低分配率が高資本蓄積率に

恭びつく論理は明らかであろう。篠原は,日本の主要輸

出産業であった繊維産業の資本係数が他産業にくらべて

小であったことが,このメカニズムの効果をさらに大き

くしたことを強調している。他方,低分配率が「低賃金」

から生じる理由としては,賃金率の国際比較的な低位12)

およびその上昇の遅れが指摘される。篠原は価椅水準が

低下し,貨幣賃金率および労働生産性が上昇したのに,

労働分配率が長期的に変化しなかったのは,この賃金率

上昇の遅れに基くものであるとしている13)。

次に苛要面の連鎖に目を向けよう。「交易条件の低下一

高輸出成長率」の因果関係をみて気付くことは篠原が輸

出における所得効果を軽視して価格効果のみを強調して

いる点である。この点を篠原は次のように説明する。 (i)

日本の主要輸出品である繊維製晶は下級財であるからそ

の所得弾力性は大きくない(1-1.5位)だろう。僅界所得

の伸びを2%位とすれば,所得効果のみでは輸出は2-

3%位しか伸びないことになるOしたがって現実の7-8

%という輸出の高成長には価格効果が大きな働きをした

に違いない(ii)同じく繊維製晶のインド市場及び中国

市場における日英の相対価格に関する需要弾力性は極め

て大きい。このことが両市場における日本商品のシェア

増大の主要な原因であったとみられる。篠原はこの2

点から輸出における価格効果に戦略的な重点をおいたわ

けであるが,この点は後の論争において1つの争点とな

ったところである。しかし,後述するように篠原・建元

論争において輸出函数が計算されるに及んで,この篠原

12)篠原は〔1962〕p.72で1930年代における綿糸

業の賃金率の国際的低位を指摘しているが,これは賃

金分配率の間違いであろう。何故なら,篠原の述べて

いる賃金率は1,000spindleあたり賃金支払額(過)/

1,000spindleあたり生産額(過)だからである。

13)実際は労働分配率は1922-3年頃より長期的

に低落している(小野・南による最近の推計による)0

しかしこのばあいでも実質賃金率の上昇が労働生産性

の上昇に遅れると考えれば篠原の論理は成立する。

14)中国市場では日本の帝国主義的進出という非

潅済的要因があるため,日本商品の制覇を全て価格と

いう経済効果のみに帰すわけにはいかない。このため

篠原は〔1962〕において,南米における綿布市場の分析

を追加している。
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の価格効果重視の立場は正当であったことが立証されたo

次に「低賃金」-低価格の連鎖である。 「低賃金」の基

盤が,いわば無制限的労働供給的状況にある中小商工業

および農村の豊富な労働力にあることは言うをまたないo

篠原は,このようなクッション的労働市場が低賃金労働

供給を可能ならしめたことの1つの補助的原因として米

の輸入の効果を指摘している.すなおち, 1910年以後

の薦業の停滞によって,比較生産費的にみて米価は工業

製品に較ぺて上昇するはずであったが,安い外地米の弾

力的輸入によってその上昇が押し止められ,これによる

低米価の維持が低賃金基盤の存続を補強したというわけ

である15)さてこうして形成された「低賃金」のクッシ

ョンは次の3つのルートによって低価格に結びつけられ

る。 (i)低賃金基盤は最低賃金の水準を低くしたため,

国際的にみて異例の産業間賃金碑差を生ぜしめた16)。し

かも,繊維等の主要輸出産業の賃金水準は産業別賃金ス

ペクトラムの低位に位置しており,このことが繊維の比

較優位性をもたらした主要原因であると考えられる。

(ii) 「低賃金」労働の基盤となった農相都市中小商工

業のクッションは賃金の硬直性をもたらし,生産性向上

に対しての質金上昇の遅れを惹起した。したがって輸出

産業における生産性向上は賃金上昇をひき起すことなく,

もっぱら価格低下に帰結した。 (iii)輸入原材料価椿は,

クッションとしての弱小部門に転嫁され輸出価格の上昇

をもたらさなかった。撒維産業において綿糸紡績会社は

その寡占的地位を利用して,原綿価椿の上昇を小規模な

織物業者に転嫁した。このため,綿糸輸出価格の原綿輸

15)このユニ-クな論点は何故か〔1962〕ではとり
入れられていない。

16)篠原における低賃金水準と賃金格差の関係は

余り明確でないが, 「低賃金格差は同時に低賃金一般

に連らなったとみてよい」(1961〕p.341)はこのような

意味だと思われる。ここでは篠原は「低賃金格差」と

いうまざらわしい用語を用いているが,その意味は産

業別賃金スぺクTラル上の低位部ということである

(〔1961〕p.302参照)。なお,われわれがサーヴェイの

「その1」で考えたように,産業間賃金格差が,かり

に産業ごとの熟練労働,不熟練労働の構成比と,熟練

労働賃金　不熟練労働賃金の差によって説明すること

ができるとすれば,熟練労働賃金を一定としての不熟

練労働賃金の低下は産業間賃金格差をひろげるもので

あることが容易に示される「その2」p.316の∂に関

する式を孔・1に関して偏微分してみよ)0

17)同様に生糸産業においては,国外景気(特にア

メリカの景気)に左右される生糸価格の変動が,生糸

製造業者から,養蚕業者すなわち農家に転嫁されたこ

とが指摘されている。
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入価格に対する此価は上昇しているのに,綿布のそれは

低下するという現象が生じている17)。こうした転嫁が可

能であったのも過剰労働力が低賃金のクッションとなっ

ていたからである。またこのような潜在的失業の存在は,

輸入品価格上昇が一般物価水準ひいては賃金水準に影響

する度合を著しく小さくしたと考えられる。

以上の概説からわかるように,篠原仮説においては低

賃金労働のクッションが極めて重要な役割を演じている。

この意味で,篠原仮説は低賃金労働のクッションの上に,

価格効果に基く輸出伸長と低分配率に基く高資本蓄積を

導き,両者の相互作用によって輸出主導型高度成長を説

明するものだとみなすことができようO　われわれは後で

この点を再びとりあげる予定であるが,最後にこのよう

な篠原仮説のメカニズムに塞く成長過程の帰結について

簡単にふれておきたい。篠原は,以上のような成長のプ

ロセスが次の2つの帰結をもたらしたことを指摘してい

るOその第一は,交易条件の低下に伴なう輸出価格の低

下,輸入原材料価格の上昇,輸出製品価格の低下によっ

て所得率が低下したことである。すなわち,過程の1つ

の厚生的帰結。篠原は1929年-1942年の製造工業全体

および繊維工業の所得率を求め,それが1932年-1937

年にかけて著しく低下していることを指摘している。第

二に,篠原はこのような成長過程の貿易収支に及ぼす効

果をとりあげ,その仮説の妥当性を示そうとしている。

すなわち篠原・ジョンストンの基本方程式によれば,日

本の所得成長率が催界のそれより大であれば貿易収支が

悪化するはずであり,事実その条件は満たされていたに

もかかわらず,日本の貿易収支は長期的にみて均衡して

いた。これは基本方程式から導かれるいま1つの条件

一輸出および輸入の価格弾力性の和が1より大-が

満たされていたことを示している。このことは,価格効

二巣を戦略的要因とする仮説の妥当性を支持するものには

かならないというわけである。この点について篠原は単

にポラックの計測結果を引用するにとどまっていたが,

後に建元によって計量経済学的確認が与えられた。すな

わち建元は〔1960〕第2章において, 1924年-1937年の

24年間,もし交易条件の低下がなかったとすれば,所

得効果によりこの期問の貿易収支は年率3.4%の率で悪

化したはずであるが,実際には輸出入の価格弾力性の和

は1.8544>1であり,価格効果によって所得効果よりす

る入超傾向は十分に粕殺され,わが国の貿易収支は年率

0.5%の率で改善されたことを示した。

〔2〕交易条件論争の経緯

さて以上のような篠原仮説は,篠原,小島,建元等に

研　　　究 Vol.25　No. 1

よる激しい論争をまき起した。所謂交易条件論争がそれ

である。以下ではこの論争の経緯を簡単に説明しておき

たい。

論争は篠原・小島論争と篠原・建元論争の2段階から

なる。まず第1段階の篠原・小島論争は,小島が〔1956〕

において上掲の篠原の諸論文を批判したのに始まる。小

島は篠原仮説の需要面の連鎖をとりあげ,それを輸出ド

ライブ説と規定し,篠原説を1930年代にしか生じなか

った輸出ドライヴを1930年以後全期間にsweeping

generalizationするものであると18)論弾し,それにか

わるものとして交易条件の雁行形態的変動論を提示したO

これに対して篠原は〔1956〕に反論を寄せ,小島批判にお

けるいくつかの推論上の誤りを指摘すると共に,自説は

出血輸出的な意味での輸出ドライブ説ではなく,輸出伸

長の背景としての生産性上昇に伴なう輸出価格の低落を

不可欠な一環として想定していることを強調した。こう

した2者の論争に対して,建元は〔1956〕において,いわ

ばレフェリー役を買って出,論争の決め手は輸出函数に

おいて価格効果が大(篠原説)か所得効果が大(小島説)で

あるかを計量的に判定することであるとした。その後,

小島はさらに〔1957〕および〔1958〕において篠原説-の再

批判を展開した。小島〔1957〕は批判の方向を篠原説の供

給面へと向けたものであり, 「低賃金」,低労働分配率の

側面を強調する篠原仮説は,不調和的経済発展論ないし

ロビンソンの弱蓄積のケ-スに相当するものであり,そ

のような状況は日本経済においては1930年代にのみ存

在したもので,それを1920年代まで拡張して考えるの

はsweeping generalizationであるとした。しかしこの

批判に用いられた多くの統計データ-幾工間所得楯差,

労働移動等-一の利用は適切でなく,篠原〔1961〕におけ

18)小島の批判はこの他に篠原仮説のうちの輸出

主導型成長の帰結の部分に対しても行なわれている。

この点の推論にはかなりLラフな展開が目立ち,このた

め篠原の反批判を招いているが,ただ1点,小島が成

長の厚生的帰結としての所得率の低下を30年代につ

いてしか確認していない点をついてsweepinggener-

alizationだとする批判は,現在も生きていると考え

られる。長期的な輸出主導型成長の厚生的意味の分析

は,今後つめられるべき1点であろう。

19)小島のデータ分析をここで細かく再検討する

必要はないであろう。そもそも,たとえ彼の雁行形

態論ではそうなるはずであって屯-小島によれば

1920年代は産業構造の変動はなく,繊維を中心とし

た安定成長期であったとされる-1920年代の深刻

な停滞期を調和的発展期としてとらえること自体に基

本的な無理があったのである。
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る反論およびその後整備された長期統計データによって

批判の大部分は無効に帰したと判断される19)伯方,小

島〔1958〕は,再び批判を篠原仮説の需要面に向けて,輸

出ドライヴ説ないし悪循環論である篠原仮説は1930年

代のみに妥当する仮説であることを主張している。これ

に対しては篠原〔1961〕に部分的な反論がある20)。

論争の第2段階は,建元が〔1958〕においてさきの

〔1956〕に主張した論争の判定基準に基づいて1924年-

1937年の輸出入函数を計測したことにはじまる。この

計測では,輸出函数の価格弾性値がさほど大きくない

(したがって篠原説は支持Lがたい)という結果が得られ

たのであるが,実はこの計測にはデフレーター処理にお

いて手違いがあった。このことはこの結果について篠原

から〔1958〕において疑義が表面化されたことからわかっ

たわけであるが,その後,篠原〔1958〕および建元〔1969〕

において再計算結果が出るにおよび,この期間の輸出函

数の価格弾力性が十分大きいことが確認され,建元の判

定の意味で篠原仮説の正当性が立証された形になって

いる。この建元・篠原論争に対しては小島のコメント

〔1959〕があるo　なあ　建元は,修正された計測結果に基

いて,篠原仮説を支持する立場を〔1963〕および馬場・建

元〔1967〕において表面化している。

以上が論争の極めて簡単な経過説明である。論争には

以上の3人のイ払　多数の研究者-たとえば相原,柴田,

白石,赤松,名和,書信,中西,松井等-のコメント

がよせられたわけであるが,これらについては小島編

〔1960〕を参考にされたい。ここで論争の実質的所産の評

価にはいる前に,この論争が何故にあのような混乱に陥

ったかについて感想的にふれておきたい。混乱の原因と

してまず目につくのは,批判者の軽率な論理展開であろ

うが,これについて詳しく論じることはサーブェイの本

意とするところではない。われわれの指摘したいのは,

混乱のより大きな原因は,批判者がコメントの対象たる

篠原仮説の本質を十分につきつめることをせず,自分に

都合のよい架空の攻撃目標を設定した点にある。篠原ノ阪

20)悪循環論ないし輸出ドライヴと規定するにあ

たって,小島は〔1956〕と同様に,輸出成長率と生産成

長率および催界所得成長率との比較等の需要面の分析

と繊維産業,全製造業の生産性の動きの分析等のコス

ト面の分析を併用しているr。前者については,かなり

悪意的な推論があり,たとえば篠原の反論を惹起して

いるが,後者の分析は小島の雁行形態論に直結するも

のであり,おそらくこの点が小島の最も強調したかっ

た点であると思われる。われわれはこの点について後

に再びふれる予定である。
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説の基本点は後にも述べるように,輸出成長の規定因と

しての価格効果の重要性とその原因としての低賃金労働

基盤の役割を指摘・強調することにある。このことから

みると,小島の篠原仮説に対する輸出ドライブ説,不調和

経済発展論等の規定は,実は小島自身の仮説に対する対

立仮説であり,これを篠原説におきかえて批判したため,

不必要な反批判を招いたと考えられる。また建元による

価椿効果V. S.所得効果という判定基準も,彼の以前か

らの研究の延長上21)に論争を組み入れるた糾こ選ばれた

基準とみられるふしがないわけでなく,その判定基準が

論争の真の対立点にふれているものであるか香かはかな

り疑問があると思われる。以下では,これらの点を明ら

かにしつつ,論争の積極的な所産を析出するという立場

からサーヴェイを展開したい。

ここで議論の便宜上,小島の交易条件の雁行形態的変

動論なるものを概説しておきたいo小島自身の仮説は

〔19S6〕, 〔1958〕および〔1959〕に示されているが,前2者

と最後のものではモデル構成とその日本経済への適用に

おいて若干の差異がある22)。ここでは,前の2つの論文

における仮説を中心に略説しよう。

交易条件の雁行形態論とは,一口に言えば輸出主導産

業の交替期と交替のない安定的成長期の継起によって交

易条件の動きを説明しようとする仮説である。輸出主導

産業の構造的変動期には,衰退産業が過剰生産に陥りま

た生産性上昇の動きも停止するため,出血輸出等の輸出

ドライブがなされがちであるので,交易条件の急速な低

下が生じる。他方,安定的成長期には新たな輸出主導産

業の急速な生産性向上があるため,輸出ドライブは生じ

ず,交易条件は主として外国所得の変動に依存して循環

的に変動する,とされる。日本経済の経験に即して言えば,

1914年-1930年頃にかけては,絃維産業の輸出主導を

21)建元は〔1957〕において, 1924年-29年および

1932年-37年の輸出函数を計測し,前期にく　らべて

後期では価格弾力性が小さくなっており　1930年頃

を境に日本貿易の構造変化が生じたと主張したことが

ある。しかしこの計測は期間のくぎり方に問題点があ

り,信顧できないことが篠原(「経済研究」1958年7月

早)によって指摘された。

22) 2つのモデルの間の関連性は明らかでない。

両者は必らずLも斉合的でない。たとえば1907年一

1914年について,前者のモデルでは,外資導入が輸

出ドライヴを顕在化させなかったという論理がとられ

ているのに対し,後者のモデルでは外資の効果は1901

午-1907年にのみ与えられ1907年-1914年では(前

者のモデルでは安定成長期に帰せられるべき)生産性

向上の効果のみが強調されている。
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主体とした安定成長期であり,生産性向上によって輸出

,が順調に伸びるとともに,生糸産業にみられるように,

外国(特に米国)の景気状況に依存した輸出価格の変動が

Lみられ,交易条件はおおむね循環的に変化したと考えら

れている。次に1905年-1913年および1931年-1937

ニ年は,それぞれ農業から綿紡等の軽工業へ,軽工業から

:重化学工業への輸出構造の転換期であり,急速な交易条

件の低下が生じたとされる。しかし,小島はこの2つの

転換期のうち輸出ドライブの生じたのは後者の時期のみ

であったとし,その理由として,前の期間では外資の太

り幅な流入があったた軌　輸出ドライブの必要性が存在せ

ず　国際収支上の困難の生じた後者の時期にのみ,輸出

ドライヴを強行する必要性が生じたことをあげている。

以上が小島〔1956〕および〔1958〕における雁行形態的変

二動論であるが, 〔1959〕においては,これをさらに精敵化

することが試みられている。そこでは,雁行形態を輸入

先導型構造変動瓢　国内拡充による第一安定成長瓢　輸

曲伸長による第二安定成長期というパターンの継起の形

でモデル化し, 1901年-1907年, 1919年-1923年およ

Lび1934年-1937年が構造変動期に, 1907年-1914年

および1923-1931年が第一安定成長期に, 1914年-

1919年および1931年-1934年が第二安定成長期にあた

るとしている。彼は構造変動期には国際収支上の困難の

-ないかぎり,輸出ドライブの必要がなく,したがって交

易条件の上昇が生じるはずであるとし, 1901-1907年

為よび1919年-1923年にはそれぞれ外資の流入,大戦

車の外貨の蓄積の事実を指摘し,国際収支上の困難のあ

った1934-1937年のみ輸出ドライヴが生じ交易条件の

-低下が起ったとしている。また第一安定成長期に対して

Lは,生産性の急速な上昇によって,急激な交易条件の低

下が生じたという推論を与えている。

以上が小島の交易条件雁行形態的発展仮説の概略であ

I石が,注意しなければならないことは,この仮説が純粋

な産業構造論的視点のみでは完結していないことである。

産業構造の変動効果の分析を現実の過程に通用するにあ

たって,常に小島は国際収支上の困難というナショナル

motiveを輸出函数内の説明変数として援用する必要に

せまられていることが明らかであろう23),24)。このあた

りに雁行形態論一般経済理論仮説としての限界があるの

かもしれないO

23) 「その2」でみたように我国の外資導入が専ら

。国家レベルでなされたことをも想起されたい。

24)小島はたとえば1930年代について戦争準備な

いし遂行のた妙重化学工業を発展させるための外貨が
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〔3〕価格効果と所得効果

さきに述べたように,小島が篠原仮説を輸出ドライヴ

説と規定したことから生じた篠原・小島論争に対して,

建元は論争の決め手は輸出函数における価格効果のいず

れが大であったかを知ることであるとした(建元〔19S6〕)0

この判定基準に対して,小島はこれは「メトリシャン的

誤解」だとし(小鳥〔1959〕p.199),建元もその後この小

島の批判を受け入れている(建元〔1959〕p.248)。しかし,

それでは,論争の真の対立点は何であったのかというこ

と,および,輸出函数の価格弾性値が大であるというこ

とは如何なる意味で篠原仮説を支持するのか25)等に関

して現在においても十分な整理がなされているとは言い

がたい。本節では,これらの点についてのわれわれの見

解を明らかにしておきたい。

まず最初に注意しなければならないことは,小島の輸

出ドライブの定義が3つの側面-しかもそれぞれが異

なった次元に属している-からなっていることである。

1つの側面は需要面からの定義であり,国内市境狭陰論

(低賃金　低購買力ゆえの輸出志向)的意味を強調するも

のである。小島による輸出依存度の動き,工業生産と輸

出の成長率比較等の吟味はこの側面に該当する26)。第2

の側面は価櫓面であり,輸出の伸長をもたらした輸出価

格の低落が生産性の向上27)でなく出血輸出等によって生

じる点を強調するものであり,小島の繊維等における生

産性の変化と輸出価格の変化とを此較したりする分析は

この側面に関するものである。第3の側面は小島が自国

変動始発説とよぶものであり,輸出の伸長が外国所得の

増加によって生じるのではなく,輸出価格の低落がそれ

を可能にするというものであるO

小島の批判はこのような3つのそれぞれ異なった次元

に関して,相互に関連性なく定義された用語を用いてな

されているわけであり,批判を受けた篠原および論争の

不足したために繊維産業が無理に輸出ドライヴを行な

った(〔1958〕p.12)としているが,このような議論が

成立するためには,国家独占資本主義的な別箇のフレ

ームワークをあらかじめ展開しておくことが必要であ

ったであろう。小島はまた〔1959〕p.199において,日

本経済の過程は経済プロパーの理論のみでは全てを説

明しつくすことはできない,というある意味で自明の

主張を行なっているが,この主張の正当性は,経済モ

デノレとしての雁行形態論を言わばadhocな政治学的

配慮によって強化しようとする方法をも正当化するも

のではなかろう。

25)馬場・建元〔1967〕p.270参照。

26)しかし小島の行なっているような分析方法で

国内市場狭院論の検定ができるとは考えがたいo
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レフェT) -としての建元が批判の真意を把握するのに苦

慮したであろうことは想像にかたくない。

以下でそれぞれの定義と篠原仮説との対応関係を問う

わけであるが,整理を容易にするために,まず第1の定

義による批判は篠原説に無関係なものとして切捨ててお

こうo国内市場狭陰説が成立するためには国内購買力の

「低位」を相対的に規定するための持続的な供給過剰が

なければならないが,それに関して篠原仮説は全く分析

する意図をもっていないからである。篠原説では単に低

労働分配率が高資本蓄積率に結びつけられているのみで

あり,これはいわば購買力(需要)の消費と投資への配分

の問題であって,その絶対的あるいは供給に対する相対

的な大きさの問題ではないからである28)。さて篠原仮説

は,一言で言えば,長期的な輸出主導型経済において,

輸出伸長の主要因としての価格効果の重要性,および価

格効果の原因としての低賃金労働のクッションの果した

役割を強調するものであった。このことからすると,小

島の第2の定義によって輸出ドライブ説とする批判は,

要約された篠原仮説の後半部分の評価にかかわり,第3

の定義によるものは前半部分の評価にかかわるものであ

ることがよみとれるであろう。したがって,建元の与え

た輸出函数における価椿効果と所得効果の大小を問うと

いう判定基準は,小島の第3の定義に基く篠原批判にか

かわるものであると言うことができよう。建元の計測結

果はその他の主要な輸出入函数の計測結果とともにさき

の第s,第6表に示してある。それによれば, 1924年一

1937年の.輸出函数の価格弾力性はそれ以前の時期に較

べて,また輸入函数のそれに較ぺて明らかに大きい。こ

の時期における交易条件の低下は顕著であったから,価

布効果は輸出伸長に十分に大きな寄与をなしたと言うこ

とができる(さきに説明した建元〔1962〕のp.32参照)0

この意味で建元は篠原仮説の前半部分の成立を立証(し

たがって小島の第3の定義による輸出ドライブ説として

の篠原説の規定を棄却)したわけであるが,われわれは

その判定は仮説の後半部分については何らふれていない

ことに注意せねばならない。

好意的に解釈するならば,小島の基本的な意図は,こ

の第2の定義によって篠原説を批判することにあったと

27)小島はこの生産性向上に基く輸出伸長をも輸

出ドライヴとよぷときがある。しかしこのばあいは,

そうでない輸出伸長を真性の輸出ドライヴとよぶこと

によって区別している。

28)この点については建元〔1956〕pp.152-3およ

び篠原〔1962〕p. 343参照。
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考えられる。なぜならば,経済学モデルとしての雁行形

態論は,主導産業の交替を通じて,産業間生産性成長率

櫓差の動態を導出するものとみなすことができ,この生_

産性樽差によって輸出伸長を説明しようとする立場は,

低賃金労働のクッションに基いて輸出伸長を解明しよう、・

とした篠原説に対して,真正面からの対立仮説となるか・

らである。もちろん,われわれは篠原が生産性格差の側3'

画を無視したと言っているわけではない.篠原は「すべ

てを説明せんとすれば,すべてを失う」ゆえに,低賃金

の側面に戦略的な重点を置いた-この点に篠原仮説の

「仮説」性がある-ものであることは言うまでもない

〔篠原〔1962〕p.326およびp.339)c　また,われわれは雁

行形態論自体についても,その限界を折にふれて指摘し

てきた2〕)O　しかしながら,われわれはわが国の輸出伸長

をもたらした価格効果の原因として,生産性向上,低賃

金のいずれの効果を重視すべきかという問題は,今後検:

討されるべき重要な問題であると考える。この点こそ,

篠原仮説が「ノ仮説」として問うている点にはかならない-

からである30),31)

29)雁行形態論一般について言うなれば,その基二

本的欠陥は集計量のダイナミックスとの関連づけが全

くなされていない点にある。具体。的に言うならば,

(i)産業ごとの輸出代替と経済全体における工業品の

輸入代替期との関連が明確でない(塩野谷〔1967〕はこ.

の面での拡張を意図したものとみなすことができよ

ラ). ii)産業ごとの行形態的発展の「継起」を説明し:

する枠組がない,こと等が指摘されよう。このような

欠陥を改良するためには産業連関論的分析を折りこむ-

ことが必須であろうし,ダイナミックスに関しては,

われわれが「その1」で指摘したborrowedtechnoへ

logyの類型シフトの考え方が有望な手掛りを与える

と考えられる。

30)　わが国の輸出主導的成長と工業成長との関連

を計量モデル(1905年-1937年)によって問おうとし-

たものとして塩野谷・山沢〔1973〕があるo　このモデル

は,工業における生産性向上の輸出に及ぼす効果を間・

うことを1っの目的としているが,生産性効果に対比:

されるべき賃金率の効果は,賃金率を外生としている

ために,このモデルではとりあつかえないO　その意味ー

でわれわれの立場からはこの分析を高く評価すること

はできない。またこの論文に対するクラインのコメン

トには味あうべきものがある。

31)佐藤和夫氏はそのdiscussionpaper "Price-

Formation and Foreign Trade in Interwar Japan"

(Aug.1973)において,わが国の輸出伸長において生ー

産性向上が果した大きな役割を析出しようとしておら

れる.われわれは氏のpaperから多くの貴重なsug一一

gestionを得た。このpaperがいまだunpublished

であるのでこれ自体に対するコメントはさし控えたい・.-
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l〔4〕仮説の適用可能期間

ここで,以上のような篠原仮説は我国の経済発展過程

において,どの時期に主として適用されるべきかについ

てふれておきたい。

論争過程では,この問題は交易条件の変動をどのよう

にみるか,という点から論じられたが32)交易条件変動

の厚生的意味合いを別にすれば,このような方法は余り

適当でないであろう。輸入価格の上昇に伴なう交易条件

の低下と輸出価格の低下に伴なうそれとは区別されねば

ならず,また輸入原材料価格の低下に基く輸出価格の低

下とその他の要因に基くものも区判されなければならな

いからである。したがってわれわれはさしあたって篠原
ヽ　°　°

ノ仮説的なメカニズムに基く輸出価格の低下の効果が顕著

になったと思われる時期を示唆するという形で,この間

題を考えたい.

建元・鳥揚〔1967〕の計測結果からみると(第5表)輸出

函数の価格弾性は次第に増加しているようであるが,そ

れが十分大きいと言いうるのは1924年-1937年の期間

であろう。輸出価格の低下(これはもちろん輸入原材料

価格の低下の効果も大きいのだが)は1920年頃より生じ

ているようである。賃金格差の拡大および賃金上昇と生

産性上昇の承離は1915年-1920年頃より生じていると

考えられ,これは二重構造の形庇　無制限的労働供給の

深化等による低賃金労働のクッションの形成時期にも対

応している。

以上が極めて大雑把であるが,われわれは篠原仮説は

1920年代の日本経済の状況に最も適合していると言う

ことができそうである。それではその前後の時期につい

てはどうであろうか。 1907年'1914年の交易条件の急

落期については,小島は先に述べたように生産性向上の

効果を強調しているが,篠原〔1962〕では,それとともに

綿工業の過剰生産による輸出ドライヴ効果を強調してい

と思う。

32)この点について小島は-さきに説明したよ

うに-その初期の雁行形態的変動論では,交易条件

は1914年-1931年安定的, 1904年-1914年および

1932年-1937年の急激な低下というふうによみ,逮

元もそれに賛同していたようである(建元〔1956〕pp.

150-1)。これに対して,篠原は, 〔1961〕では1900年-

1937年の問のトレンドとしての低下傾向を強調して

いたが, 〔1962〕では,トレンドとして低下するとみる

とともに, 1907年'1914年および1931年-1937年

の急激な低下にも注意を寄せている。この点は,輸出

主導型成長の厚生的意味を考えるときには,重要な点

であると思われる。展望者としては,篠原〔1962〕の見

方が客観的であるように思われる。
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る33)この時期については一層の分析が必要であると考

えられるO他方, 1930年代についてはどうかOこの時

期,世界貿易量は(1934年頃より若干回復したとはいえ)

長期的には第一次大戦以来の停滞期にあった。しかし建

元の計測によれば,輸出函数の所得弾力性はさほど大き

くなさそうである。したがってこの時期についても輸出

伸長の主因は価格効果に帰されるべきであろうO価格効

果のうちの1つの大きな要因はなんと言っても為替相場

切下げの影響であろうが,その他の要因はどうであろう。

実はこの時期は篠原仮説のメカニズムが次第にきかなく

なっているとみられるふLが強い。まず,生糸の輸出構

成此が減少し,重化学工業品の輸出比率が若干増大傾向

をもってきたため二重構造的クッションのカが弱まった

と考えられる。また南等の推評4)からみると(農工間)質

金格差の拡大はこの時期には小さくなり,次第に縮少し

てきている。小島は輸出ドライヴ説としての篠原仮説が

この時期に(この時期にのみ)適用されうるとしたのであ

るが,その1つの主要な証左とされた製造業の生産性上

昇の停止傾向(小島〔1958〕)は,その後の吉原〔1973〕等の

分析からすると存在せず,かえってこの時期に生産性上

昇の加速が生じているようである(吉原〔1973〕p-72)。

したがって,われわれは1930年代は価格効果のうちの

低賃金労働のクッション効果を強調する篠原仮説は妥当

せず,生産性上昇椿差に基く価格効果が大きく機能した

のではないかと推測する35),36)

もちろん,篠原仮説を構成する詔要因はいずれも長期

的変動に従がっているわけであって,この仮説が1920

年代のみにしか妥当しないと主張する意図は展望着には

ない。しかし,ひとたび低賃金のクッションが形成され

ると,それに規定される比較生産費構造に貿易構造が調

整されるた軌　たとえばそれがそのままのレベルで存続

したとしても(たとえば戦後の1950年代等はそうであろ

33)その証左として,カルテルを結成して生産制

限がはかられたことおよび綿布の輸出価格が国内価格

を下まわったこと等があげられている。

34)商「日本経済の転換点」 1970, p.114.

35)篠原は〔1961〕等では,その仮説がかなり長期

的適用性をもつことを主張していたが, 〔1962〕では主

として1931年以後の状況を説明するた糾こ仮説を用

いている。展望者はこの点は不必要かつ誤まった適用

だと考える。 (なお,篠原はこの通用期間の変更につ

いてコメントを与えていない)。

36)さきにあげたtmpul⊃listedpaperで佐藤和

夫氏は, 1930年代における為替切下げ効果と生産性

上昇効果とを較べて,後者の効果の方が大であるとし

ている。
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ラ),そこから生じる輸出伸長効果は小さくなる。いま,

低賃金労働クッション形成の指標として,かりに商の幾

工問賃金格差をとると,それが拡大しはじめた1915年

頃から,その拡大が加速化した1927年-1930年頃まで

が,篠原仮説が最もntする時期であると考えることが

できる。

〔5〕無制限的労働供給と借りてこられた技術

以上の作業から次のようなことが判明したと考えられ

る(i)篠原仮説の本質はその需要面すなわち輸出需要

イ申長の解明にあり,それは輸出における価格効果を強調

し,その価格効果を規定する戦略要因として低賃金労働

のクッションの重要性を主張するものである。 (ii)輸出

伸長における価楯効果の重安怪は計量的に確認された。

(ill)したがって,この仮説に対する対立仮説は此較生産

費構造の変動を規定するいま1つの要因としての生産性

上昇格差を主張するものでなければならない(iv)雁行

形態的変動論はその方向での1つの仮説とみなしうるが,

それは純粋な産業構造変動論としては完結せず輸出函数

においてnationalmotiveという異質な説明変数の補

助を必要とするという意味で,経済モデルとしての限界

をもつものである。 (Ⅴ)われわれは,篠原仮説は主とし

て1915年頃から1930年頃の問に主として適用されるも

のと考える。

さて,低賃金労働のクッションは,われわれの展望の

論脈では,無制限的労働供給理論にかかわるものであり,

生産性上昇椿差は在来技術と導入技術のinteractionの

問題にかかわるものである。われわれは,さきの二重構

造の問題につづいて,再び, '日本経済の流れを規定する

2つの要因につきあたったわけである。

第5節　日本貿易の二面性

相対的に労働豊富国で資本稀少国であるはずのわが国

が,何故高資本集約度の工業化をなしえたか,という問

題に関連して,しばしば日本貿易の二面性という特質が

指摘される。すなわち,わが国は先進国に対しては労働

豊富国であっても,後進諸国に対しては相対的に資本豊

富国であり,後進国に対しては資本集約的商品にまた先

進国に対しては労働集約的商品に比較優位を持っている。

したがって,わが国は後進国に対しては資本集約的商品

を輸出し,後進国に対しては労働集約的商品を輸出して

いる。これがわが国貿易の二面性といわれる特質である。

本節ではこの二面性の議論が重要な役割を演じるレオン

ティエフ逆説に関する研究の簡単な紹介から始めて,こ

の議論の長期発展過程に対してもつ意味にまで話を進め
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たい。

へクシャ- ・オリーンの要素斌存此仮説に対してレオ

ンティェフがアメリカ経済に関して見出した逆説的命題

は,日本経済に関しても,建元・市村・厚見による精力

的な検証を与えられた37)彼等は建元・市村〔19S9〕にお.

いて, 1951年の通産省の産業連関表を用いて次のような

結論を得た。 「平均構成の日本の輸出100万円は同額の

競争輸入を国内生産に置換するに要するであろうよりも,

多量の資本,少量の労働を必要とする。このことはレオ

ンチェフ流に解釈すると日本の国際分業への参加は労働

集約的商品よりもむしろ資本集約商品にみいだされる。

したがってもし日本人口過剰・資本不足国という直観的

判断が正しいとせば,この結果はレオンチェフ逆説のい

ま一つの例を提供する」。彼等はこの結果は日本貿易の

もつ二面性という性質によってある程度解釈できるとす

る。すなわち, 1951年の総輸出中,先進国向けは25%,

後進国向けは75%であったO　日本は先進国に対しては

労働集約的商品に比較優位をもち,後進国に対しては資

本集約的商品に優位をもっている。したがって先進国に

対しては労働集約的商品を輸出し,後進国に対しては資

本集約的商品を輸出しているとすれば38)全体として日

本は資本集約的商品に特化しているという結果が生じる,

というわけである。

さて,われわれは第2節でこのような日本貿易の二面

性という特質が1900年頃成立したものであることを示

唆した。したがって,二面性は極めて長期間にわたって

日本経済の国際経済的側面を特徴づけるものであると考

えることができる。もちろん,二面性という命題自体は,

単なる事実の叙述でしかなく,深い論理的含意をもった

ものではない。何故なら,それは日本以上の労働豊富,

資本稀少国および日本以上の資本豊富,労働稀少国の存

在を指摘してはいても,それだけでは何故わが国が後進

国に対して資本集約的商品に比較優位をもち,先進国に

37)彼等の研究結果は,さまざまな形で発表され

ているが,本筋では大きな差はない。目についたもの

をあげればTatemotoand Iciirmra〔1957〕,建元・市

村〔1959〕,建元・市村・厚見〔1959〕等がある.また-

クシャ- ・オリーン定理の現実の経済分析への適用に

関するさまざまな問題点については新開〔1965〕および

〔1968〕第2章,第6章が参考になる。

38)この点,すなわち先進国に対しては労働集約

的商品を輸出し,後進国に対しては資本集約的商品を

輸出する,ということは戦後については確認された事

実である。建元・市村〔1959〕禰論および篠原〔1959〕

pp. 64-S参照。
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対して労働集約的商品に比較優位をもつのか,という問

題に答えることができないからである39)しかしながら,

この二面性という言葉に象徴される日本経済の中進国的

位置を,日本経済発展の長期過森を規定する2つの基軸

-撫制限的労働供給と借りてこられた技術-に投影

するとき,われわれは新たな視点を得ることができる。

この展望作業において,われわれは日本経済論上の諸

問題をしばしば無制限的労働供給と借りてこられた技術

という2つの要因に収束せし軌　またそれらを基軸とし

て展開してきた。これらの2つの要因は,実はある意味

では,後進国経済一般の特質であって,日本経済に固有

なものではない。したがって,これらを単に,後進国経

済の一般理論の枠組の中で適用したばあいには,日本経

済発展の後進国的側面は析出しえても,日本経済固有の

特質(たとえば高度成長)にアプローチすることはできな

い。このディレンマからのがれる方法は2つある。その

第一は,日本経済の中に後進国の典型でない何かを探り

出すことである。日本の社会・政治的制度の根底にある

能力とか導入技術を可能にする社会的能力等の問題がこ

れにあたる。第二の方法は,上に述べた日本経済の中進

国的性格に着服しつつ, 2つの基軸を検討することであ

る。たとえば,鮒糾限的労働供給の状況は,明治期の僅

界工業の資本集約度を基準にして測ったばあいと,現在

のそれで測ったばあいとでは過剰の程度が異なるであろ

うO　また導入技術にしても,現在の世界の技術開発・普

及速度と明治期のそれでは明らかに異なる。したがって

模倣のラグもまたそれを成功させるための諸困難も,明

治日本とその後の後進国とでは大きな差があると考えら

れる。このような広い意味での日本の経済発展段階の国

際比較位置という枠組の中で考えるとき,われわれの2

つの基軸はより内容豊かなものとなると考えられる。

(一橋大学経済研究所)

39)篠原の次の叙述を参照されたい。 「後進国に対

しては,資本集約的工業製品が輸出上比較優位を維持
し,先進国に対しては労働集約的工業製品が比較的優

位を保持するとはいっても,なぜこの中進的位置にあ
るわが国が先進国から資本集約的工業製品の駆逐にあ

い,後進国からは労働集約的工業製品の駆逐にあわな

いのだろうか」 (篠原〔1959〕p.64)c
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